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(57)【要約】
　オブジェクトの形状および／または位置を決定するた
めのシステムおよび方法が記載される。光ファイバ形状
センサ（ＦＯＳＳ）が１つ以上の慣性測定ユニット（Ｉ
ＭＵ）と組み合わせて用いられて、相互に位置および／
または方向のセンサの測定値における誤差を、クロス修
正することができる。ＩＭＵはＦＯＳＳの光ファイバに
装着することができ、それにより、各ＩＭＵは光ファイ
バの対応する部分の方向を測定する。光ファイバの位置
および形状は、それから、ＩＭＵから取得される測定値
およびＦＯＳＳから取得される測定値に基づいて、決定
することができる。例えば、ＦＯＳＳ測定値およびＩＭ
Ｕ測定値は状態推定ユニット（例えば、カルマンフィル
タ）に提供することができ、そして、状態推定ユニット
はそれらの測定値に基づいて光ファイバの位置および／
または形状を推定することができる。いくつかの実施形
態では、位置の推定が、ネット接続されたモバイル装置
のナビゲーションのために使われる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ナビゲーションシステムであって、
　分散した空間センサを備える第１の感知装置であって、形状、空間位置および角度位置
からなるグループから選択される前記分散した空間センサの１つ以上の空間的特徴の測定
値分布を作成するように操作可能である第１の感知装置と、
　前記分散した空間センサの１つ以上の各部分に対応する１つ以上の局所的な位置センサ
を含む第２の感知装置であって、前記局所的な位置センサのそれぞれに対して、前記空間
位置および角度位置からなるグループから選択される前記分散した空間センサの前記対応
する部分の１つ以上の位置的特徴の局所的な測定値を作成するように操作可能である第２
の感知装置と、
　前記測定値分布および前記局所的な測定値に少なくとも部分的に基づいて前記ナビゲー
ションシステムの１つ以上の状態を推定するように操作可能な推定ユニットと
を含む、システム。
【請求項２】
　前記分散した空間センサが、光ファイバを含む分散した光ファイバ形状センサを含む、
請求項１に記載のシステム。
【請求項３】
　前記光ファイバが１つ以上の光ファイバコアを含む、請求項２に記載のシステム。
【請求項４】
　前記分散した空間センサが、前記光ファイバに沿って歪み分布の測定値を作成するよう
に操作可能であり、前記第１の感知装置が、前記光ファイバに沿った前記歪み分布の前記
測定値に少なくとも部分的に基づいて、前記分散した空間センサの１つ以上の空間的特徴
の前記測定値分布を作成するように操作可能である、請求項２に記載のシステム。
【請求項５】
　前記１つ以上の局所的な位置センサが、前記分散した空間センサの対応する部分の角度
位置の測定値を作成するように操作可能な少なくとも１つのセンサ装置を含む、請求項１
に記載のシステム。
【請求項６】
　前記センサ装置が、ジャイロスコープおよび加速度計からなる前記グループから選択さ
れる少なくとも１つのセンサを備える慣性測定ユニットを含む、請求項５に記載のシステ
ム。
【請求項７】
　前記センサ装置が磁力計を含む、請求項５に記載のシステム。
【請求項８】
　前記１つ以上の局所的な位置センサが、前記分散した空間センサの対応する部分の空間
位置の測定値を作成するように操作可能な少なくとも１つのセンサ装置を含む、請求項１
に記載のシステム。
【請求項９】
　前記センサ装置が、圧力センサおよび測位システム受信器からなるグループから選択さ
れる、請求項８に記載のシステム。
【請求項１０】
　前記センサ装置が撮像装置を含む、請求項８に記載のシステム。
【請求項１１】
　前記第２の感知装置が、前記局所的な位置センサのそれぞれに対して、前記分散した空
間センサの前記対応する部分での重力ベクトルの局所的な測定値を作成するように更に操
作可能である、請求項１に記載のシステム。
【請求項１２】
　前記１つ以上の局所的な位置センサが第１の位置センサを含み、前記分散した空間セン
サの前記１つ以上の部分が前記分散した空間センサの第１部分を含み、前記第１の位置セ
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ンサは前記分散した空間センサの前記第１部分に対応し、前記第１の位置センサは前記分
散した空間センサの前記第１部分に接続する、請求項１に記載のシステム。
【請求項１３】
　前記分散した空間センサの前記第１部分が、前記分散した空間センサの末端部分を含む
、請求項１２に記載のシステム。
【請求項１４】
　前記第１の感知装置が、前記１つ以上のそれぞれの局所的な位置センサに対応する前記
分散した空間センサの前記１つ以上の部分の１つ以上の位置を決定するように更に操作可
能である、請求項１に記載のシステム。
【請求項１５】
　前記システムの前記１つ以上の推定される状態が、前記分散した空間センサの少なくと
も一部分の位置、前記分散した空間センサの少なくとも一部分の方向、前記分散した空間
センサの少なくとも一部分の形状および前記分散した空間センサの少なくとも一部分の速
度からなるグループから選択される少なくとも１つのナビゲーションパラメータを含む、
請求項１に記載のシステム。
【請求項１６】
　前記推定ユニットが、前記測定値分布および前記局所的な測定値に少なくとも部分的に
基づいて、前記少なくとも１つのナビゲーションパラメータの不確実性を推定するように
更に操作可能である、請求項１５に記載のシステム。
【請求項１７】
　前記推定ユニットが、カルマンフィルタ、拡張カルマンフィルタおよび粒子フィルタか
らなるグループから選択される少なくとも１つのフィルタを使用して、１つ以上の状態を
推定するように操作可能である、請求項１に記載のシステム。
【請求項１８】
　前記推定ユニットが、加重平均算出、全般的状態空間推定および最適状態推定からなる
グループから選択される少なくとも１つの数値的な状態推定技術を使用して、前記１つ以
上の状態を推定するように操作可能である、請求項１に記載のシステム。
【請求項１９】
　前記推定ユニットが、前記１つ以上のそれぞれの局所的な位置センサに対応する前記分
散した空間センサの前記１つ以上の部分の１つ以上の位置を示す較正データに少なくとも
部分的に基づいて、前記１つ以上の状態を推定するように操作可能である、請求項１に記
載のシステム。
【請求項２０】
　前記第１の感知装置が前記分散した空間センサの末端部分の位置の第１の測定値を作成
するように操作可能であり、前記第２の感知装置が前記分散した空間センサの前記末端部
分の前記位置の第２の測定値を作成するように操作可能であり、前記１つ以上の推定され
る状態は前記分散した空間センサの前記末端部分の前記位置の推定を含み、前記分散した
空間センサの前記末端部分の前記位置の推定は前記分散した空間センサの前記末端部分の
前記位置の前記第１および第２の測定値よりも正確である、請求項１に記載のシステム。
【請求項２１】
　前記推定ユニットが、前記局所的な測定値に少なくとも部分的に基づいて、前記第１の
感知装置の補正パラメータの値を推定するように更に操作可能である、請求項１に記載の
システム。
【請求項２２】
　前記第１の感知装置によって作成する前記測定値分布が修正測定値分布を含み、前記分
散した空間センサが前記分散した空間センサの１つ以上の空間的特徴の生の測定値分布を
作成するように操作可能であり、前記第１の感知装置は前記生の測定値分布および前記補
正パラメータの推定値に少なくとも部分的に基づいて前記修正測定値分布を作成するよう
に操作可能である、請求項２１に記載のシステム。
【請求項２３】
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　前記第１の感知装置が、前記補正パラメータを使用して前記分散した空間センサの一部
分の角度位置の測定値における誤差を補正するように更に操作可能である、請求項２２に
記載のシステム。
【請求項２４】
　前記補正パラメータの推定値が前記分散した空間センサの一部分の角度位置の測定値に
おける誤差を示す、請求項２２に記載のシステム。
【請求項２５】
　前記第１の感知装置が、前記補正パラメータの推定値に少なくとも部分的に基づいて前
記分散した空間センサを較正するように更に操作可能である、請求項２１に記載のシステ
ム。
【請求項２６】
　前記１つ以上の位置センサが前記分散した空間センサの第１部分に対応する第１の位置
センサを含み、前記推定ユニットが前記測定値分布に少なくとも部分的に基づいて前記第
１の位置センサの補正パラメータの値を推定するように更に操作可能である、請求項１に
記載のシステム。
【請求項２７】
　前記第２の感知装置によって作成される前記局所的な測定値が修正された局所的な測定
値を含み、前記位置センサのそれぞれが前記分散した空間センサの前記対応する部分の１
つ以上の位置的特徴の生の局所的な測定値を作成するように操作可能であり、前記第２の
感知装置が、前記生の局所的な測定値および前記補正パラメータの推定値に少なくとも部
分的に基づいて前記修正された局所的な測定値を作成するように操作可能である、請求項
２６に記載のシステム。
【請求項２８】
　前記第２の感知装置が、前記補正パラメータを使用して、偏り誤差、スケールファクタ
誤差、重力感知誤差および不良位置合せ誤差からなるグループから選択される前記第１の
位置センサの少なくとも１つの誤差を補正するように、更に操作可能である、請求項２７
に記載のシステム。
【請求項２９】
　前記補正パラメータの推定値が、偏り誤差、スケールファクタ誤差、重力感知誤差およ
び不良位置合せ誤差からなるグループから選択される前記第１の位置センサの少なくとも
１つの誤差を表す、請求項２７に記載のシステム。
【請求項３０】
　前記第２の感知装置が、前記補正パラメータの推定値に少なくとも部分的に基づいて前
記第１の位置センサを較正するように更に操作可能である、請求項２６に記載のシステム
。
【請求項３１】
　前記推定ユニットが、
　前記１つ以上の局所的な位置センサの少なくとも１つが準安定状態にあるか否かを、前
記測定値分布に少なくとも部分的に基づいて決定し、
　前記少なくとも１つの局所的な位置センサが前記準安定状態にあると決定されると、前
記少なくとも１つの局所的な位置センサの速度ゼロ補正を開始する
ように更に操作可能である、請求項１に記載のシステム。
【請求項３２】
　モバイル装置を更に含み、前記システムの推定された１つ以上の状態は前記モバイル装
置の位置、前記モバイル装置の方向および前記モバイル装置のパスからなるグループから
選択される少なくとも１つのナビゲーションパラメータを含む、請求項１に記載のシステ
ム。
【請求項３３】
　前記モバイル装置が、ロボット、医療機器、ドリルおよび車両からなるグループから選
択される、請求項３２に記載のシステム。
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【請求項３４】
　前記推定ユニットが、同時局所化およびマッピング（ＳＬＡＭ）ならびにパスステッチ
ングからなるグループから選択される少なくとも１つのタスクを、推定された少なくとも
１つのナビゲーションパラメータに少なくとも部分的に基づいて実行するように更に操作
可能である、請求項３２に記載のシステム。
【請求項３５】
　分散した空間センサの１つ以上の空間的特徴の測定値分布を作成することであって、前
記空間的特徴は形状、空間位置および角度位置からなるグループから選択される、作成す
ることと、
　前記分散した空間センサの１つ以上の各部分に対応する１つ以上の局所的な位置センサ
のそれぞれに対して、前記分散した空間センサの前記対応する部分の１つ以上の位置的特
徴の局所的な測定値を作成することであって、前記位置的特徴は空間位置および角度位置
からなるグループから選択される、作成することと、
　ナビゲーションシステムの１つ以上の状態を、前記測定値分布および前記局所的な測定
値に少なくとも部分的に基づいて推定することと
を含む、ナビゲーション方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
［関連出願の相互参照］
　本出願は「Ｉｎｅｒｔｉａｌ－Ａｉｄｅｄ　Ｆｉｂｅｒ　Ｓｈａｐｅ　Ｓｅｎｓｏｒ」
と題する、代理人記録簿番号ＣＳＤＬ－２３８３　ＰＲの下で２０１５年６月１７日に出
願された米国仮出願第６２／１８０８２９号に対する優先権およびその利益を請求し、そ
れは準拠法に違反しない範囲で本明細書に引用したものとする。
【０００２】
［連邦支援研究または開発に関する声明］
　本発明は、Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｃｅ　Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｐｒｏ
ｊｅｃｔｓ　Ａｃｔｉｖｉｔｙ（ＩＡＲＰＡ）によって与えられる助成金番号２０１４－
１４０７１００００１２の下で、政府サポートによって作成された。米国政府は、本発明
における一定の権利を有する。
【０００３】
　本開示は、全般にオブジェクトの形状および／または位置を決定するためのシステムお
よび方法に関する。いくつかの実施形態は、特に、分散した空間センサおよび１つ以上の
局所的な位置センサから取得される測定値に基づいたナビゲーションためのシステムと方
法に関する。
【背景技術】
【０００４】
　一般に、ナビゲーションは、基準枠の範囲内でオブジェクトの位置および／または方向
を決定することを必要とする。測位システムは、ナビゲーションのために用いることがあ
る。測位システムは通常、既知の（ただし、必ずしも固定されているというわけではない
）位置を有する一組の送信器から信号を送信することによって実体の位置の決定を容易に
する。例えば、適切な信号は、衛星、携帯電話電波塔またはＷｉ－Ｆｉ（登録商標）アク
セスポイントから送ることができる。全地球測位システム（ＧＰＳ）は、衛星ベースの測
位システムの例である。適切な受信装置（例えば、ＧＰＳ受信機）によって受信されると
、測位システムによって送られる信号により受信装置が三角測量方式、三辺測量術または
他の適切な位置検出技術を介してその位置を決定することができる。測位システムによっ
て送信される測位信号が確実に受け取られない領域においては、測位システムを介してオ
ブジェクトの位置を決定することは、困難か、あるいは不可能であり得る。
【０００５】
　慣性航法装置も、ナビゲーションのために用いる。測位システムとは対照的に、慣性航



(6) JP 2018-521331 A 2018.8.2

10

20

30

40

50

法装置（ＩＮＳ）は、信頼される初期位置および１つ以上の慣性測定ユニット（ＩＭＵ）
から集められるデータに基づいて、オブジェクトの位置を決定する。ＩＭＵは、オブジェ
クトに物理的に接続した１つ以上の加速度計および／またはジャイロスコープにより提供
される測定値に基づいて、オブジェクトの加速度およびオブジェクトの方向の変化を決定
する。ＩＮＳは推測ナビゲーション（状態推定技術）を使用して、ＩＭＵから取得される
加速度および方向測定値に基づいてオブジェクトの位置および速度を推定する。特に、最
初の信頼される位置を決めた後に、ＩＮＳはＩＭＵにより提供される測定値を集積して、
オブジェクトが移動するにつれて、オブジェクトの速度および位置を推定する。オブジェ
クトの位置のＩＮＳの推定における誤差は、本明細書において、「時間依存ドリフト」ま
たは単に「ドリフト」と称される現象であり、ＩＭＵから取得される測定値における補正
されていない誤差の集積化のため、時間とともに一般に増加する。長い移動の間に、ドリ
フトは、オブジェクトの推定された位置の有意な誤差につながり得る。ドリフトの率は、
ＩＭＵが静止している時間の間、速度ゼロ補正（ＺＵＰＴ）を実行することによって、減
らすことができる。しかしながら、ＺＵＰＴを実行することはしばしば非実用的であり、
その理由は、オブジェクトは静止していないことが多く、そして、オブジェクトを静止状
態に置くことは実行不可能なことが多いからである。
【０００６】
　分散した空間センサ（例えば、光ファイバ形状センサ（ＦＯＳＳ））は、フレキシブル
ケーブルまたはファイバ（例えば、光ファイバ）の複数部分の空間位置および角度位置（
例えば、方向）およびフレキシブルケーブルまたはファイバの形状を測定することができ
る第３のタイプのセンサである。光ファイバ形状センサの中には、１つ以上のファイバコ
アおよび光ファイバコアに光を放射しその光ファイバコアから反射光を受け取る光学周波
数領域反射率計を用いることによって測定値を取得するものがある。このようにして、Ｆ
ＯＳＳはファイバコア上の歪み分布を測定することができ、それは光ファイバの位置およ
び形状を決定するために用いることができる。
【０００７】
　比較的短い光ファイバを有する光ファイバ形状センサが、カテーテル、内視鏡、関節鏡
、結腸鏡、腹腔鏡およびバルーンカテーテルを含む様々な医療機器において使用可能であ
る。このような器具で、ＦＯＳＳによって取得される測定値は、患者の体内の器具の先端
の位置や患者の体を通る器具のパスなどを決定するために用いることができる。
この情報を用いて、カテーテル法、内視鏡検査、関節鏡検査、結腸鏡検査、腹腔鏡検査お
よび血管形成術を含む関連医療手順に対する結果を改善することができる。
【０００８】
　従来の分散した空間センサでは、センサ較正の不備および測定値データのノイズは、位
置および形状のセンサの測定値における誤差につながり得る。従来の長尺光ファイバ形状
センサでは、光ファイバの長さのほぼ０．５％～１．０％の誤差でそれらの形状および端
点位置を測定するものがある。光ファイバの長さが増加するにつれて、このような誤差の
大きさは一般により大きくなって、最終的に、非常に長いファイバ長を必要とするいくつ
かの用途では容認できないレベルに達することがあり得る。また、測定値が取得されてい
る間に光ファイバが著しい、急速な変化をその歪みの形状または状態に受ける場合、従来
のＦＯＳＳは位置および形状の正確な測定値を提供することができないことがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】米国特許第７７７２５４１号明細書
【特許文献２】米国特許第８７３３６５０号明細書
【特許文献３】米国特許第８５３１６５５号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
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　全般に光ファイバ形状センサの、そして特に長い光ファイバ形状センサの精度を改善す
る技術の必要性が存在する。従来の光ファイバ形状センサにより提供される位置測定値に
おける誤差は、センサの光ファイバの方向（例えば、姿勢および／または回転）と非常に
相関している傾向がある。このように、ファイバの方向の光ファイバ形状センサの測定値
における誤差に対する補正によって、位置の測定値における誤差を減らすことができる。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者は、位置および形状の光ファイバ形状センサの測定値の精度が、ファイバの方
向のＦＯＳＳの測定値における誤差に対して修正するために１つ以上の局所的な位置セン
サと組み合わせることによって、ＦＯＳＳを用いて改善することができる、ということを
認識して理解した。例えば、１つ以上のＩＭＵをＦＯＳＳの光ファイバに装着することが
でき、そうすることで、各ＩＭＵは光ファイバの対応する部分の方向を測定する。それか
ら、光ファイバの位置および形状は、ＩＭＵから取得される測定値およびＦＯＳＳから取
得される測定値に基づいて決定することができる。例えば、ＦＯＳＳ測定値およびＩＭＵ
測定値は状態推定ユニット（例えば、カルマンフィルタ）に提供することができ、それは
それらの測定値に基づいて光ファイバの位置および／または形状を推定することができる
。いくつかの実施形態では、位置の推定は、ネット接続されたモバイル装置のナビゲーシ
ョンのために使うことができる。
【００１２】
　本開示の一態様によれば、ナビゲーションシステムが提供され、分散した空間センサを
備える第１の感知装置であって、形状、空間位置および角度位置からなるグループから選
択される分散した空間センサの１つ以上の空間的特徴の測定値分布を作成するように操作
可能である第１の感知装置と、分散した空間センサの１つ以上の各部分に対応する１つ以
上の局所的な位置センサを含む第２の感知装置であって、局所的な位置センサのそれぞれ
に対して、空間位置および角度位置からなるグループから選択される分散した空間センサ
の対応する部分の１つ以上の位置的特徴の局所的な測定値を作成するように操作可能であ
る第２の感知装置と、測定値分布および局所的な測定値に少なくとも部分的に基づいてナ
ビゲーションシステムの１つ以上の状態を推定するように操作可能な推定ユニットとを含
む。
【００１３】
　いくつかの実施形態では、分散した空間センサは、光ファイバを含む分散した光ファイ
バ形状センサを含む。いくつかの実施形態では、光ファイバは、１つ以上の光ファイバコ
アを含む。いくつかの実施形態では、分散した空間センサは光ファイバに沿って歪み分布
の測定値を作成するように操作可能であり、そして、第１の感知装置は、光ファイバに沿
った歪み分布の測定値に少なくとも部分的に基づいて、分散空間センサの１つ以上の空間
的特徴の測定値分布を作成するように操作可能である。
【００１４】
　いくつかの実施形態では、１つ以上の局所的な位置センサは、分散した空間センサの対
応する部分の角度位置の測定値を作成するように操作可能な少なくとも１つのセンサ装置
を含む。いくつかの実施形態では、センサ装置は、ジャイロスコープおよび加速度計から
なるグループから選択される少なくとも１つのセンサを含む慣性測定ユニットを含む。い
くつかの実施形態では、センサ装置は、磁力計を含む。
【００１５】
　いくつかの実施形態では、１つ以上の局所的な位置センサは、分散した空間センサの対
応する部分の空間位置の測定値を作成するように操作可能な少なくとも１つのセンサ装置
を含む。いくつかの実施形態では、センサ装置は、圧力センサおよび測位システム受信器
からなるグループから選択される。いくつかの実施形態では、センサ装置は、撮像装置を
含む。
【００１６】
　いくつかの実施形態では、第２の感知装置は、局所的な位置センサのそれぞれに対して
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、分散した空間センサの対応する部分での重力ベクトルの局所的な測定値を作成するよう
に更に操作可能である。いくつかの実施形態において、１つ以上の局所的な位置センサは
第１の位置センサを含み、分散した空間センサの１つ以上の部分は分散した空間センサの
第１部分を含み、第１の位置センサは分散した空間センサの第１部分に対応し、そして、
第１の位置センサは分散した空間センサの第１部分に接続している。いくつかの実施形態
では、分散した空間センサの第１部分は、分散した空間センサの末端部分を含む。
【００１７】
　いくつかの実施形態では、第１の感知装置は、１つ以上のそれぞれの局所的な位置セン
サに対応する分散した空間センサの１つ以上の部分の１つ以上の位置を決定するように更
に操作可能である。いくつかの実施形態において、システムの１つ以上の推定される状態
は、分散した空間センサの少なくとも一部分の位置、分散した空間センサの少なくとも一
部分の方向、分散した空間センサの少なくとも一部分の形状および分散した空間センサの
少なくとも一部分の速度からなるグループから選択される少なくとも１つのナビゲーショ
ンパラメータを含む。いくつかの実施形態では、推定ユニットは、測定値分布および局所
的な測定値に少なくとも部分的に基づいて、少なくとも１つのナビゲーションパラメータ
の不確実性を推定するように更に操作可能である。
【００１８】
　いくつかの実施形態では、推定ユニットは、カルマンフィルタ、拡張カルマンフィルタ
および粒子フィルタからなるグループから選択される少なくとも１つのフィルタを使用し
て、１つ以上の状態を推定するように操作可能である。いくつかの実施形態では、推定ユ
ニットは、加重平均算出、全般的状態空間推定および最適状態推定からなるグループから
選択される少なくとも１つの数値的な状態推定技術を使用して、１つ以上の状態を推定す
るように操作可能である。いくつかの実施形態では、推定ユニットは、１つ以上のそれぞ
れの局所的な位置センサに対応する分散した空間センサの１つ以上の部分の１つ以上の位
置を示す較正データに少なくとも部分的に基づいて、１つ以上の状態を推定するように操
作可能である。
【００１９】
　いくつかの実施形態において、第１の感知装置は分散空間センサの末端部分の位置の第
１の測定値を作成するように操作可能であり、第２の感知装置は分散した空間センサの末
端部分の位置の第２の測定値を作成するように操作可能であり、１つ以上の推定される状
態は分散した空間センサの末端部分の位置の推定を含み、そして、分散した空間センサの
末端部分の位置の推定は分散した空間センサの末端部分の位置の第１および第２の測定値
よりも正確である。
【００２０】
　いくつかの実施形態では、推定ユニットは、局所的な測定値に少なくとも部分的に基づ
いて、第１の感知装置の補正パラメータの値を推定するように更に操作可能である。いく
つかの実施形態において、第１の感知装置によって作成する測定値分布は修正測定値分布
を含み、分散した空間センサは分散した空間センサの１つ以上の空間的特徴の生の測定値
分布を作成するように操作可能であり、そして、第１の感知装置は生の測定値分布および
補正パラメータの推定値に少なくとも部分的に基づいて修正測定値分布を作成するように
操作可能である。いくつかの実施形態では、第１の感知装置は、補正パラメータを使用し
て分散した空間センサの一部分の角度位置の測定値における誤差を補正するように更に操
作可能である。いくつかの実施形態では、補正パラメータの推定値は、分散した空間セン
サの一部分の角度位置の測定値における誤差を表す。いくつかの実施形態では、第１の感
知装置は、補正パラメータの推定値に少なくとも部分的に基づいて分散した空間センサを
較正するように更に操作可能である。
【００２１】
　いくつかの実施形態では、１つ以上の位置センサは分散した空間センサの第１部分に対
応する第１の位置センサを含み、そして、推定ユニットは、測定値分布に少なくとも部分
的に基づいて第１の位置センサの補正パラメータの値を推定するように更に操作可能であ
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る。いくつかの実施形態において、第２の感知装置によって作成される局所的な測定値は
修正された局所的な測定値を含み、各位置センサは分散した空間センサの対応する部分の
１つ以上の位置的特徴の生の局所的な測定値を作成するように操作可能であり、そして、
第２の感知装置は、生の局所的な測定値および補正パラメータの推定値に少なくとも部分
的に基づいて修正された局所的な測定値を作成するように、操作可能である。いくつかの
実施形態では、第２の感知装置は、補正パラメータを使用して、偏り誤差、スケールファ
クタ誤差、重力感知誤差および不良位置合せ誤差からなるグループから選択される第１の
位置センサの少なくとも１つの誤差を補正するように、更に操作可能である。いくつかの
実施形態では、補正パラメータの推定値は、偏り誤差、スケールファクタ誤差、重力感知
誤差および不良位置合せ誤差からなるグループから選択される第１の位置センサの少なく
とも１つの誤差を表す。いくつかの実施形態では、第２の感知装置は、第１の位置センサ
を補正パラメータの推定値に少なくとも部分的に基づいて較正するように更に操作可能で
ある。
【００２２】
　いくつかの実施形態では、推定ユニットは、１つ以上の局所的な位置センサの少なくと
も１つが準安定状態にあるか否かを、測定値分布に少なくとも部分的に基づいて決定し、
そして、少なくとも１つの局所的な位置センサが準安定状態にあると決定されると、少な
くとも１つの局所的な位置センサの速度ゼロ補正を開始するように更に操作可能である。
【００２３】
　いくつかの実施形態では、システムはモバイル装置を更に含み、そして、システムの推
定された１つ以上の状態はモバイル装置の位置、モバイル装置の方向およびモバイル装置
のパスからなるグループから選択される少なくとも１つのナビゲーションパラメータを含
む。いくつかの実施形態では、モバイル装置は、ロボット、医療機器、ドリルおよび車両
からなるグループから選択される。いくつかの実施形態では、推定ユニットは、同時局所
化およびマッピング（ＳＬＡＭ）ならびにパスステッチングからなるグループから選択さ
れる少なくとも１つのタスクを、推定された少なくとも１つのナビゲーションパラメータ
に少なくとも部分的に基づいて実行するように、更に操作可能である。
【００２４】
　本開示の別の態様によれば、ナビゲーション方法が提供され、形状、空間位置および角
度位置からなるグループから選択される分散した空間センサの１つ以上の空間的特徴の測
定値分布を作成することと、分散した空間センサの１つ以上の各部分に対応する１つ以上
の局所的な位置センサのそれぞれに対して、空間位置および角度位置からなるグループか
ら選択される分散した空間センサの対応する部分の１つ以上の位置的特徴の局所的な測定
値を作成することと、ナビゲーションシステムの１つ以上の状態を測定値分布および局所
的な測定値に少なくとも部分的に基づいて推定することとを含む。
【００２５】
　本開示に記載されている内容の特定の実装は、以下の利点の１つ以上を実現することが
できる。いくつかの実施形態において、分散した空間センサ（例えば、光ファイバ形状セ
ンサ）および１つ以上の局所的な位置センサ（例えば、慣性測定ユニット）を含むナビゲ
ーションシステムは、構成要素の感知装置の測定値における誤差の相互修正を他の感知装
置の測定値に基づいて実行することができる。本ナビゲーションシステムは、長い期間の
後であっても著しいドリフトを呈しない、オブジェクトの位置の正確な推定を提供するこ
とができる。本ナビゲーションシステムは、長い光ファイバ（例えば、１００メートル以
上の長さを有する光ファイバ）が光ファイバ形状感知のために用いられるときでも著しい
誤差を呈しない、オブジェクトの位置の正確な推定を提供することができる。本ナビゲー
ションシステムは、光ファイバ形状センサが短い期間の間に著しい、急速な変化をその歪
みの形状または状態に受ける期間の間にさえ、オブジェクトの位置の正確な推定を提供す
ることができる。いくつかの実施形態では、本ナビゲーションシステムは、ファイバ長さ
のほぼ０．１％という低さの、あるいはいくつかの実施形態においてはそれより低い平均
誤差で、光ファイバの形状および端点位置を測定する。
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【００２６】
　本開示に記載されている内容の特定の実装は、様々な用途のために用いることもできる
。例えば、分散した空間センサ（例えば、光ファイバ形状センサ）および１つ以上の局所
的な位置センサ（例えば、慣性測定ユニット）を含むナビゲーションシステムは、地上お
よび地球外の装置を含むネット接続されたモバイル装置のナビゲーションのために用いる
ことができる。特に、ナビゲーションシステムは、地下もしくは沖合の掘削作業の掘削機
器のナビゲーションのために、地下もしくは潜水探査動作の車両（例えば、自律車両（Ａ
Ｖ）および／または遠隔作業車両（ＲＯＶ））のナビゲーションのために、または、他の
いかなる適切なネット接続されたモバイル装置のナビゲーションのためにも用いることが
できる。本明細書において記載する実施形態は、地下または水面下の環境でのナビゲーシ
ョンのために使われるときに特に利点があり、なぜなら、それら自体の測位システムがそ
のような環境においては信頼できないものであり、それら自体の慣性航法装置の精度は、
このような環境での特定の作業（例えば、掘削作業および／または探査作業）に対しては
不十分な可能性があるからである。別の例として、いくつかの実施形態は、同時局所化お
よびマッピング（ＳＬＡＭ）タスクのため、ロボットマッピングのため、または、ロボッ
トパスステッチングのために使うことができる。
【００２７】
　本発明の他の態様および利点は以下の図面、詳述および請求項から明らかになるが、そ
の全ては、例だけによって本発明の原理を説明する。いくつかの実施形態に対する動機付
けの記述および／またはいくつかの実施形態の利点を含んで、前述の概要は、読者が本開
示を理解するのを支援することを目的としており、いずれの請求項の範囲もいかなる形で
あれ制限するものではない。
【００２８】
　本開示の各種実施形態は、添付図面と連動して行われる以下の記述を参照することによ
って理解することができる。図面において、同様の参照文字は、異なる図の全体にわたっ
て全般に同じ部品を参照するものである。また、図面は必ずしも一定の比率であるという
わけではなく、その代わりに、本発明のいくつかの実施形態の原則を例示するにあたって
は一般に強調がなされる。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】いくつかの実施形態による、オブジェクトの形状および／または位置を決定する
システムのブロック図を示す。
【図２Ａ】図１において表されるシステムの実施形態のブロック図を示す。
【図２Ｂ】いくつかの実施形態による、ステッチングされたパス測定値技術の説明を示す
。
【図３】いくつかの実施形態による、オブジェクトの形状および／または位置を決定する
方法のフローチャートを示す。
【図４Ａ】いくつかの実施形態による、分散した空間センサと１つ以上の局所的な位置セ
ンサを接続するためのそれぞれのケーブルの配線系統図を示す。
【図４Ｂ】いくつかの実施形態による、分散した空間センサと１つ以上の局所的な位置セ
ンサを接続するためのそれぞれのケーブルの配線系統図を示す。
【図４Ｃ】いくつかの実施形態による、分散した空間センサと１つ以上の局所的な位置セ
ンサを接続するためのそれぞれのケーブルの配線系統図を示す。
【図５】いくつかの実施形態による、コンピュータのブロック図を示す。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
［用語］
　本明細書において使用する場合、オブジェクトの「空間的特徴」は、オブジェクトまた
はその一部分の形状および／または位置（例えば、空間位置および／または角度位置）を
含むことができる。オブジェクトの空間的特徴は、絶対的なものであるか、あるいは基準
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点に対して相対的に測定したものであり得る。
【００３１】
　本明細書において使用する場合、オブジェクトの空間的特徴の一組の「測定値分布」は
、オブジェクトの少なくとも一部分にわたって分散する測定値を含むことができ、オブジ
ェクトのその一部分のサイズと関連して高解像度を有することができる。例えば、一組の
測定値分布において、隣接する測定値間の平均距離は、センチメートル、ミリメートル、
数百マイクロメートル、数十マイクロメートル、マイクロメートルまたはそれより少ない
オーダーであり得る。別の例として、一組の測定値分布は、長さ方向の１０センチメート
ルの最小限の曲げ半径を有するオブジェクトに対して長さ１センチメートルにつき１つの
測定値を含むことができる。別の例として、一組の測定値分布は、オブジェクトの少なく
とも一部分にわたって分散し、かつ、オブジェクトのその一部分の全体にわたって連続的
である測定値を含むことができる。
【００３２】
　本明細書において使用する場合、オブジェクトの「位置的特徴」はオブジェクトまたは
その一部分の位置（例えば、空間位置および／または角度位置）を含むことができ、それ
は基準点に対して相対的に測定することができる。代わりに、または、加えて、オブジェ
クトの位置的特徴は、オブジェクトまたはその一部分の速度、および／または、オブジェ
クトまたはその一部分に作用する重力ベクトルを含むことができる。
【００３３】
　本明細書において使用する場合、オブジェクトの位置的特徴の「局所的な測定値」は、
オブジェクトの位置的特徴の個々の測定値、またはオブジェクトの少なくとも一部分にわ
たって分散され、オブジェクトのその一部分のサイズと比べて長さにおいてより小さい解
像度を有する一組の測定値を含むことができる。例えば一組の局所的な測定値において、
隣接する測定値間の平均距離は数十センチメートル、メートル、またはそれより大きいオ
ーダーにもあってもよい。
【００３４】
［オブジェクトの形状および／または位置を決定するための例示的システム］
　図１は、いくつかの実施形態による、オブジェクトの形状および／または位置を決定す
るためのシステム１００を示す。システム１００は、ナビゲーションシステムとして用い
ることができる。図１の例において、システム１００は第１の感知装置１１０および第２
の感知装置１２０を含み、その両方が測定値を推定ユニット１３０に提供する。特に、第
１の感知装置１１０は、分散した空間センサ１１２を含んで、オブジェクトの空間的特徴
の測定値分布を推定ユニット１３０に提供する。第２の感知装置１２０は、１つ以上の局
所的な位置センサ１２２を含んで、オブジェクトの位置的特徴の局所的な測定値を推定ユ
ニット１３０に提供する。推定ユニット１３０は、感知装置により提供される測定値を使
用して、オブジェクト（例えば、位置、形状など）の空間および／または位置的特徴を推
定し、感知装置によって取得される測定値における誤差を補正するために用いることがで
きる補正パラメータの値を推定し、および／または、他の適切なパラメータ（例えば、ナ
ビゲーションパラメータ）の値を推定することができる。
【００３５】
　第１の感知装置１１０の分散した空間センサ１１２は、オブジェクトの空間的特徴の測
定値（例えば、分散３次元測定値）を提供する。いくつかの実施形態では、分散した空間
センサ１１２は、ＦＯＳＳである。ＦＯＳＳは、１つ以上のファイバコア（例えば、１つ
以上の単一コア光ファイバまたは１つ以上のファイバコアを有するマルチコア光ファイバ
）を有する光ファイバを含むことができる。ＦＯＳＳは、光ファイバに沿って歪み分布を
測定し、そして歪み分布の測定値に基づいて光ファイバの空間的特徴の測定値（例えば、
測定値分布）を作成することができる。いくつかの実施形態では、ＦＯＳＳは、特許文献
１、特許文献２および／または特許文献３にて説明されるように実施され、これらの特許
は本明細書においてその全体を参照して援用する。
【００３６】
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　局所的な位置センサ１２２と関連して、分散した空間センサ１１２は、同程度の精度お
よびより粗い精度で位置（例えば、絶対的または相対的な３次元位置）を測定することが
でき、時間経過による精度のドリフトをほとんど呈することがない。いくつかの実施形態
では、光ファイバの角度位置（例えば、方向）と空間位置の分散した空間センサの測定値
の間には有意な統計的相関（例えば、０．８以上、０．８５以上または０．８６以上）が
あり得る。
【００３７】
　いくつかの実施形態では、分散した空間センサ１１２は、ファイバの範囲内で歪みの内
部分布を測定してファイバの形状および方向を決定するために用いる２つ以上の光コアを
有する光ファイバを含む。いくつかの実施形態では、１つ以上の単一コア光ファイバは構
造に結合されて、構造の歪みの分布を測定して、構造の形状および方向を決定する。
【００３８】
　いくつかの実施形態では、第１の感知装置１１０はまた、コンピュータ１１３を含む。
コンピュータ１１３は、分散した空間センサ１１２の動作を（例えば、コンピュータ１１
３上で実行しているプログラムで決定される時点または条件の下で測定値の収集を開始す
ることによって）制御することができる。いくつかの実施形態では、コンピュータ１１３
は、適切な較正データを使用して分散した空間センサ１１２を較正することができる。い
くつかの実施形態では、コンピュータ１１３は、分散した空間センサ１１２によって取得
されるオブジェクトの空間的特徴の生の測定値に補正モデルを適用することによって、オ
ブジェクトの空間的特徴の修正測定値を生成することができる。分散した空間センサ１１
２を較正するためにコンピュータ１１３により用いられる較正手順および／または修正測
定値を作成するためにコンピュータ１１３により用いられる補正モデルは、１つ以上の補
正パラメータを有することができ、その値は推定ユニット１３０によって提供することが
できる。いくつかの実施形態では、第１の感知装置１１０は、生の測定値を提供すること
に加えて、または、それの代わりに、修正測定値を推定ユニット１３０に提供することが
できる。
【００３９】
　図１をなお参照すると、第２の感知装置１２０の局所的な位置センサ１２２のそれぞれ
は、オブジェクトの対応する部分（例えば、第１の感知装置１１０の光ファイバ形状セン
サの光ファイバの一部分）の位置的特徴の測定値（例えば、局所的な測定値）を提供する
。いくつかの実施形態において、局所的位置センサ１２２は、分散した空間センサ１１２
の局所的な部分の空間位置および／または角度位置（例えば、姿勢、回転、方向など）を
決定するために用いることができる測定値を提供するいかなるセンサまたはアクチュエー
タでもあってもよい。いくつかの実施形態では、少なくとも１つの局所的な位置センサ１
２２は、光ファイバの対応する部分の角度位置（例えば、姿勢および／または回転）を測
定する。例えば、局所的な位置センサ１２２はＩＭＵを含むことができ、このＩＭＵは、
１つ以上のジャイロスコープ、加速度計および／または磁力計から取得される測定値に基
づいて、光ファイバの一部分の角度位置を決定することができる。
【００４０】
　いくつかの実施形態では、少なくとも１つの局所的な位置センサ１２２は、第１の感知
装置１１０のＦＯＳＳの光ファイバの対応する部分の空間位置を測定する。例えば、局所
的な位置センサ１２２は圧力センサを含むことができ、それは光ファイバの対応する部分
の垂直距離、高度または深さを計測することができる。別の例として、局所的な位置セン
サ１２２は測位システム受信器（例えば、ＧＰＳ受信機）を含むことができ、それは光フ
ァイバの対応する部分の絶対位置を測定することができる。
【００４１】
　分散した空間センサ１１２と比較して、局所的な位置センサ１２２は推測ナビゲーショ
ンのために用いられるときに、同程度であるかより良い精度で位置（例えば、３次元の絶
対位置）を測定することができ、より微細な精度で位置を測定することができ、時間経過
によって精度の著しいドリフトを呈し得る。
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【００４２】
　いくつかの実施形態では、第２の感知装置１２０はまた、コンピュータ１２３を含む。
コンピュータ１２３は、局所的な位置センサ１２２の動作を（例えば、コンピュータ１２
３上で実行しているプログラムで決定される時点または条件の下で測定値の収集を開始す
ることによって）制御することができる。いくつかの実施形態では、コンピュータ１２３
は、適切な較正データを使用している局所的な位置センサ１２２を較正することができる
。いくつかの実施形態では、コンピュータ１２３は、局所的な位置センサ１２２によって
取得されるオブジェクトの位置的特徴の生の測定値に１つ以上の補正モデルを適用するこ
とによって、オブジェクトの位置的特徴の修正測定値を生成することができる。局所的な
位置センサ１２２を較正するためにコンピュータ１２３により用いられる較正手順および
／または修正測定値を作成するためにコンピュータ１２３により用いられる補正モデルは
、１つ以上の補正パラメータを使用することができ、その値は推定ユニット１３０によっ
て提供することができる。いくつかの実施形態では、第２の感知装置１２０は、生の測定
値を提供することに加えて、または、それの代わりに、修正測定値を推定ユニット１３０
に提供することができる。
【００４３】
　いくつかの実施形態では、第１の感知装置１１０および第２の感知装置１２０は、補完
的な特性を有する。例えば、第１の感知装置１１０は分散した空間センサ１１２の一部分
が移動している間は正確な測定値を提供することができないが、第２の感知装置１２０は
局所的な位置センサ１２２が移動している間でも正確な測定値を提供することができる。
別の例として、第１の感知装置１１０の精度は１つ以上のパラメータ（例えば、分散した
空間センサ１１２の部分の角度位置）の値に依存する可能性があり、第２の感知装置１２
０はそれらのパラメータの値の正確な測定値を提供することができる。いくつかの実施形
態では、補完的な特性を有する感知装置１１０および１２０の使用により、システム１０
０の精度を著しく改善することができる。
【００４４】
　推定ユニット１３０は、感知装置により提供される測定値に基づいて（例えば、第１の
感知装置１１０により提供される空間測定値および第２の感知装置１２０により提供され
る位置測定値の組合せに基づいて）、１つ以上のシステム状態を推定することができる。
推定ユニット１３０によって推定される状態は、局所的な位置センサの位置的特徴および
／または分散した空間センサの空間的特徴を含むことができる。加えて、または、択一的
に、推定ユニット１３０によって推定される状態は、ナビゲーションパラメータ、例えば
、オブジェクトまたはその一部分の位置、方向、パス、速度などの値を含むことができる
。推定された位置（例えば、位置および方向）は、絶対位置であるか、基準位置に対する
相対的なものでもよい。空間的、位置的、またはナビゲーションのデータによって特徴づ
けられるオブジェクトは、ネット接続されたモバイル装置（例えば、医療機器、ロボット
、自律車両（ＡＶ）、遠隔作業車両（ＲＯＶ）または他の車両、ドリルまたは他の掘削機
器など）もしくはその一部分、分散した空間センサ１１２もしくはその一部分（例えば、
光ファイバの末端部分）、または任意の適切な他のオブジェクトであってもよい。いくつ
かの実施形態において、推定ユニット１３０により提供される空間的特徴、位置的特徴お
よび／またはナビゲーションパラメータの推定は、第１の感知装置１１０および第２の感
知装置１２０により提供される対応する測定値よりも正確である。
【００４５】
　推定ユニット１３０によって推定される状態は、感知装置によって取得される測定値に
おける誤差を補正するために用いることができる補正パラメータの値を含むことができる
。例えば、第１の感知装置１１０は、分散した空間センサ１１２の再較正のための、また
は、分散した空間センサ１１２によって取得される生の測定値（例えば、湾曲、ねじれ、
歪みなどの生の測定値）における誤差の修正のための補正パラメータの少なくとも１つを
使用することができる。補正パラメータは、例えば、分散した空間センサ１１２について
コンピュータ１１３によって実行される較正手順のパラメータでもよく、または、コンピ
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ュータ１１３によって分散した空間センサ１１２の生の測定値に適用される補正モデルの
パラメータであってもよい。第２の感知装置１２０は、局所的な位置センサ１２２の再較
正のため、または、局所的な位置センサ１２２によって取得される生の測定値における誤
差の修正のために補正パラメータの少なくとも１つを使用することができる。補正パラメ
ータは、例えば、局所的な位置センサ１２２についてコンピュータ１２３によって実行さ
れる較正手順のパラメータでもよく、または、コンピュータ１２３によって局所的な位置
センサ１２２の生の測定値に適用される補正モデルのパラメータであってもよい。推定ユ
ニット１３０は、指定されたイベントの発生に応答して（例えば、測定値の新規な一組が
それぞれ第１の感知装置１１０から取得された後）、絶えず、周期的に、断続的に、予定
された時間に、または、他の任意の適切な時間に、補正パラメータの更新された値を決定
し、および／または更新された値を感知装置に提供することができる。
【００４６】
　いくつかの実施形態では、推定ユニット１３０は、推定ユニットにより提供される推定
値の不確実性の量を推定する。不確実性の推定は、第１の感知装置１１０により提供され
る測定値および／または第２の感知装置１２０により提供される測定値に基づいてもよい
。
【００４７】
　いくつかの実施形態では、推定ユニット１３０は状態推定フィルタ（例えば、カルマン
フィルタ、拡張カルマンフィルタ、粒子フィルタなど）または別の状態推定技術（例えば
、加重平均算出、全般的な状態空間推定、最適状態推定など）を実施して、そこにおいて
、状態および／または不確実性の値を推定する。上述の通り、推定は、第１の感知装置１
１０により提供される測定値および／または第２の感知装置１２０により提供される測定
値に少なくとも部分的に基づくことができる。いくつかの実施形態では、推定は、分散し
た空間センサ１１２のどの部分がそれぞれの局所的な位置センサ１２２に対応するかにつ
いて示すセンサ間較正データに、更に基づく。
【００４８】
　図２Ａは、オブジェクトの形状および／または位置を決定するシステム１００の実施形
態であるシステム２００を示す。システム２００は、第１の感知装置２１０、第２の感知
装置２２０および推定ユニット２３０を含み、それらはそれぞれ、システム１００の第１
の感知装置１１０、第２の感知装置１２０および推定ユニット１３０の実施形態である。
第１の感知装置２１０は、ＦＯＳＳ２１２を含み、これは分散した空間センサ１１２の実
施形態であり、そして、第２の感知装置２２０はＩＭＵ２２２を含み、これは局所的な位
置センサ１２２の実施形態である。
【００４９】
　光ファイバ形状センサ２１２は、光ファイバ２１６およびコントローラ２１８を含む。
光ファイバ２１６は、１つ以上のファイバコアを含む。コントローラ２１８は、ファイバ
コアに光を発射し、それから反射光を受け取ることができる光学的周波数領域反射率計を
含む。反射率計によって受け取られる反射光の特性に基づいて、コントローラは、ファイ
バコアに対する歪み分布を測定することができ、そしてそれに基づいて、光ファイバ２１
６の空間的特徴の測定値（例えば、測定値分布）を提供することができる。
【００５０】
　図２Ａの例において、第２の感知装置２２０は５つのＩＭＵ２２２ａ～ｅを含み、それ
らは、それぞれ、光ファイバ２１６の５つの部分２１４ａ～ｅに装着される。各ＩＭＵ２
２２は、ＩＭＵの位置的特徴の測定値（例えば、局所的な測定値）を作成することができ
る。ＩＭＵ２２２が光ファイバ２１６の対応する部分２１４に装着されるので、各ＩＭＵ
２２２の位置的特徴は光ファイバ２１６の対応する部分２１４の位置的特徴と実質的に類
似している。このように、各ＩＭＵは、光ファイバ２１６の対応する部分の位置的特徴の
測定値（例えば、局所的な測定値）を作成することができる。（いくつかの実施形態では
、第２の感知装置１２０または推定ユニット１３０のいずれかは補正モデルを適用して、
ＩＭＵ２２２の公称位置と光ファイバ２１６の対応する部分２１４の公称位置の差を補正
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することができる。）
【００５１】
　図２Ａの例において、システム２００は５つのＩＭＵ２２２を含み、うち２つのＩＭＵ
２２２ａおよび２２２ｅは光ファイバ２１６の端部に置かれ、そして、その他の３つのＩ
ＭＵ２２２ｂ～２２２ｄは光ファイバ２１６の全長に沿って均一に分散される。しかしな
がら、いくつかの実施形態は図２Ａに示されるＩＭＵの数または配置に限られていない。
システム２００はいかなる好適な方法でも配置される任意の適切な数のＩＭＵ２２２を含
むことができる。いくつかの実施形態では、システム２００は、光ファイバの末端部分２
１４ｅ（すなわち、反射率計から最も遠い光ファイバの端部）に装着される単一のＩＭＵ
２２２を含む。光ファイバ２１６の末端部分２１４ｅにＩＭＵ２２２を装着することでシ
ステム２００の精度を大幅に向上させることができ、これは、光ファイバ形状センサ２１
２により提供される生の測定値の累積誤差は通常、光ファイバ２１６の末端部分２１４ｅ
で最も大きいからである。
【００５２】
　いくつかの実施形態では、第１の感知装置２１０は、光ファイバ２１６のどの部分２１
４がそれぞれのＩＭＵ２２２に対応するかについて示すセンサ間較正データを作成する。
以下に更に詳細に説明するように、センサ間較正データは、光ファイバ２１６にＩＭＵ２
２２を装着するための機構を提供するケーブルによって生成することができる。第１の感
知装置２１０はセンサ間較正データを推定ユニット２３０に提供して、ナビゲーションパ
ラメータ、補正パラメータなどの推定を容易にすることができる。
【００５３】
　いくつかの実施形態では、ＦＯＳＳ２１２およびＩＭＵ２２２は、補完的な属性を有す
る。例えば、ＦＯＳＳ測定値における誤差は光ファイバ２１６の長さの関数として一般に
拡大するが、ＩＭＵ測定値における誤差は最も直近の速度ゼロ補正（ＺＵＰＴ）から経過
した時間の量の関数として一般に拡大する。別の例として、ＦＯＳＳ２１２は光ファイバ
２１６が急速に移動していない（例えば、比較的短い期間にわたって形状または歪みに大
きな変化を受けない）間は正確な測定値を一般に提供するが、ＩＭＵは光ファイバ２１６
が移動している間でさえ正確な測定値を一般に提供することができる。更に別の例として
、ＦＯＳＳ２１２は光ファイバ２１６の部分の方向の非常に正確な測定値を提供すること
ができないが、ＩＭＵ２２２は光ファイバ２１６の対応する部分２１４の方向の非常に正
確な測定値を一般に提供することができる。
【００５４】
　図２Ａに更に示すように、推定ユニット２３０は、第１の感知装置２１０により提供さ
れる測定値、第２の感知装置２２０により提供される測定値および／またはセンサ間較正
データに基づいて補正パラメータ（そして、オプションとしてその不確実性）を推定する
ことができる。補正パラメータは、ＩＭＵ２２２ａ～ｅに対応する光ファイバ２１６の部
分２１４ａ～ｅの方向のＦＯＳＳ測定値における誤差のための補正に適している１つ以上
のパラメータＰＡ～ＰＥを含むことができる。例えば、推定ユニット２３０は、センサ間
較正データを使用して、第１の感知装置２１０により提供される測定値のうちどちらが光
ファイバ２１６の部分２１４ａ～ｅの方向を表すかについて決定することができる。光フ
ァイバ２１６のこのような部分２１４ごとに、推定ユニット２３０は、ＦＯＳＳ２１２に
より提供される方向測定値と、対応するＩＭＵ２２２により提供される方向測定値の間の
差Ｄ１を決定することができる。光ファイバ２１６の特定部分２１４の方向に対する補正
パラメータＰの値は、光ファイバのその部分に対してＦＯＳＳ２１２によって、そして、
ＩＭＵ２２２によって測定される方向の間の差Ｄ１に等しくてもよく、または、さもなけ
れば差Ｄ１に基づいて算出することができる。あるいは、光ファイバ２１６の特定部分２
１４のための補正パラメータＰの値は、ファイバのその部分のための対応するＩＭＵ２２
２により提供される方向測定値に等しくてもよい。
【００５５】
　推定ユニット２３０は、補正パラメータＰＡ～ＰＥの値を第１の感知装置２１０に提供
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することができ、第１の感知装置２１０は補正パラメータを使用して光ファイバ２１６の
部分２１４ａ～ｅの方向のＦＯＳＳ測定値における誤差を補正することができる。いくつ
かの実施形態では、第１の感知装置２１０は補正パラメータＰを使用して、ＦＯＳＳ２１
２を再較正する。いくつかの実施形態では、補正パラメータＰは、ＦＯＳＳ２１２により
提供される生の測定値を修正測定値に換算する第１の感知装置２１０により用いられる補
正モデルのパラメータである。例えば、補正モデルを使用することで、光ファイバ２１６
の部分２１４の方向のＦＯＳＳ測定値を対応するＩＭＵ測定値で置き換えることができ、
またはそうでなければ、ＦＯＳＳ測定値と対応するＩＭＵ測定値の差に基づいて、方向の
ＦＯＳＳ測定値を調整する。補正モデルを使用することで、修正方向値に基づいて光ファ
イバ２１６の位置および形状のＦＯＳＳ測定値を修正することもできる。その結果、補正
パラメータＰの使用により、第１の感知装置２１０によって提供される測定値の精度を強
化することができ、光ファイバ２１６の全長にわたる誤差の累積を減らすことができる。
【００５６】
　補償パラメータは、偏り誤差、スケールファクタ誤差、重力感受性誤差、不良位置合せ
誤差などによって生じるＩＭＵ測定値における誤差のための補正に適している１つ以上の
パラメータＱを含むこともできる。例えば、第１の感知装置２１０により提供される測定
値のうちどちらがＩＭＵ２２２ａ～ｅに対応する光ファイバ２１６の部分２１４ａ～ｅの
空間位置を表すかについて決定するために、推定ユニット２３０は、センサ間較正データ
を使用することができる。ＩＭＵ２２２ごとに、推定ユニット２３０は、ＦＯＳＳ２１２
により提供される空間位置測定値と対応するＩＭＵ２２２により提供される空間位置測定
値との間の差Ｄ２を決定することができる。ＩＭＵ２２２の位置に対する補正パラメータ
Ｑの値は、ＦＯＳＳ２１２によって、そして、光ファイバ２１６の対応する部分２１４の
ためのＩＭＵ２２２によって測定される位置の間の差Ｄ２に等しいものであり得るか、ま
たは、さもなければ差Ｄ２に基づいて算出することができる。あるいは、特定のＩＭＵ２
２２に対する補正パラメータＱの値は、光ファイバ２１６の対応する部分２１４に対する
ＦＯＳＳ２１２により提供される位置測定値に等しいものであり得る。
【００５７】
　推定ユニット２３０は補正パラメータＱの値を第２の感知装置２２０に提供することが
でき、それは補正パラメータＱを使用してＩＭＵの位置のＩＭＵ測定値における誤差を補
正することができる。いくつかの実施形態では、第２の感知装置２２０は補正パラメータ
Ｑを使用してＩＭＵ２２２を再較正し、それによって１つ以上のＩＭＵの偏り誤差、スケ
ールファクタ誤差、重力感知誤差、不良位置合せ誤差などを減らすことができる。いくつ
かの実施形態では、補正パラメータＱは、ＩＭＵ２２２により提供される生の測定値を修
正測定値に変換する第２の感知装置２２０により用いられる補正モデルのパラメータであ
る。例えば、補正モデルを適用することによって、ＩＭＵ２２２の位置のＩＭＵ測定値を
光ファイバ２１６の対応する部分２１４の位置のＦＯＳＳ測定値に置き換えることができ
るか、またはＦＯＳＳ測定値と対応するＩＭＵ測定値との間の差に基づいて、位置のＩＭ
Ｕ測定値を調整することができる。その結果、補正パラメータＱの使用が、第２の感知装
置２２０により提供される測定値の精度を（例えば、経時的な誤差の蓄積を減らすことに
よって）強化することができる。
【００５８】
　いくつかの実施形態では、推定ユニット２３０は、ＩＭＵ２２２が準安定状態にあると
きに、ＩＭＵの速度ゼロ補正（ＺＵＰＴ）を、開始する。上述の通り、ＩＭＵが静止して
いるときにＺＵＰＴを実行することは、特にＩＭＵの以前のＺＵＰＴから長い期間が経過
しているときに、ＩＭＵにより提供される測定値における誤差を減らすことができる。し
かしながら、システム２００は、ＩＭＵ２２２がめったに静止しない、または、まれにし
か静止しない用途のために用いられ得る。このような用途に対して、ＩＭＵ測定値の精度
（従って、推測ナビゲーション技術を使用してＩＭＵ測定値から導かれるナビゲーション
パラメータの精度）は、ＩＭＵが準安定状態にあるときにＺＵＰＴを実行することによっ
て改善することができる。ＩＭＵが完全に静的状態にはなく（例えば、完全に固定されて



(17) JP 2018-521331 A 2018.8.2

10

20

30

40

50

いない）、しかし、有意な量の動作は受けていないときに、ＩＭＵは準安定状態にある。
いくつかの実施形態では、推定ユニット２３０は、感知装置２１０および２２０により提
供される測定値データに基づいてＩＭＵ２２２が静止しているかまたは準安定状態にある
かを決定することができて、ＩＭＵが静止しているかまたは準安定状態にあると決定され
るときにＩＭＵのＺＵＰＴを開始することができる。
【００５９】
　推定ユニット２３０は、任意の適切な技術を使用してＩＭＵ２２２が準安定状態にある
か否かを決定することができる。例えば、推定ユニット２３０は、分散した空間センサ２
１２の光ファイバ２１６が静止していることを示す信号を受信することができ、それに基
づいて、推定ユニットはＩＭＵ２２２が準安定状態にあると決定することができる。この
ような信号は、例えば、光ファイバ２１６が静止していると分かっているとき（例えば、
駆動されない限りファイバが静止しているシステムにおいて、ファイバが駆動されていな
いとき）に、感知システム２００のオペレータにより提供することができる。
【００６０】
　システム１００または２００がネット接続されたモバイル装置のナビゲーションのため
に用いられるいくつかの実施形態を記述してきた。例えば、光ファイバ形状センサの末端
部分はモバイル装置に接続することができ、そして、システム１００または２００はＦＯ
ＳＳの末端部分の位置および／またはパスを決定するために用いることができ、それはモ
バイル装置の位置および／またはパスに密接に近い。適切なモバイル装置の例は、掘削機
器（例えば、地下または沖合掘削のため）、車両（例えば、地下または水中探査のための
ＡＶまたはＲＯＶ）などを含むことができる。
【００６１】
　いくつかの実施形態では、システム１００または２００は、限定するものではないが、
同時局所化およびマッピング（ＳＬＡＭ）、ロボットマッピングおよびパスステッチング
を含む他のタスクを遂行するために用いることができる。一般に「パスステッチング」は
、領域（例えば、チューブのネットワーク）のマッピングのプロセスを指し、そのプロセ
スでは分散した空間センサをロボットまたは車両が領域を通して引き、分散した空間セン
サからの測定値は領域を通るパスのマップを形成するために一緒に「ステッチングされ」
る。従来の光ファイバ形状センサがパスステッチングのために用いられるときに、ＦＯＳ
Ｓの光ファイバの長さは通常、マッピングされているパスの湾曲特徴の長さと同じ規模の
オーダーになるように選ばれる。さもなければ、ＦＯＳＳの光ファイバの回転は感知され
なくなる可能性があり、パスステッチングプロセスの結果の有意性のある誤差に至る。対
照的に、システム１００のいくつかの実施形態がパスステッチングのために使われると、
ＦＯＳＳの光ファイバの長さはパスの最も長い湾曲特徴の長さより非常に短くなり得て、
その理由は、局所的な位置センサ１２２により提供される方向測定値はＦＯＳＳの光ファ
イバの感知されない回転のリスクを大幅に低下させるからである。
【００６２】
　システム２００の実施形態によって実行することができるパスステッチングの技術の図
解を図２Ｂに示す。図２Ｂの例において、ＦＯＳＳの光ファイバ２１６は、強制的なパス
２６０に沿って引かれる。図２Ｂの例において、ＩＭＵ２２２は光ファイバ２１６に装着
され、そして、光ファイバ２１６はケーブル２４０（例えばスタンドオフケーブル）によ
って推定ユニット２３０に結合される。いくつかの実施形態において、光ファイバ２１６
が強制的なパス２６０に沿って引かれるにつれて、推定ユニット２３０は光ファイバ２１
６の空間的特徴の重なり合う測定値２５０ａ～２５０ｈを生成する。いくつかの実施形態
では、重なり合う測定値２５０は、強制的なパス２６０のマップを形成するためにステッ
チングされる。
【００６３】
　局所的な位置センサ（例えば、ＩＭＵ２２２）が分散した空間センサの対応する部分（
例えば、部分２１４）に装着されるいくつかの実施形態を記述してきた。いくつかの実施
形態では、局所的な位置センサは、分散した空間センサの対応する部分と同じ位置に、分
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散した空間センサのそれらの部分に接続または装着せずに、配置することができる。いく
つかの実施形態では、局所的な位置センサは、分散した空間センサの対応する部分と同じ
位置に配置されない。むしろ、局所的な位置センサは、分散した空間センサの対応する部
分を遠隔でモニタするように構成することができる。例えば、局所的な位置センサは撮像
装置（例えば、カメラ、レーザー追尾装置など）でもよく、それが基準マーカの有無にか
かわらず分散空間センサの対応する部分の画像を取得するように構成することができる。
【００６４】
　分散した空間センサ１１２がオブジェクトの空間的特徴の測定値分布を提供し、そして
、１つ以上の位置センサ１２２がオブジェクトの位置的特徴の局所的な測定値を提供する
、いくつかの実施形態を記述してきた。いくつかの実施形態では、分散した空間センサは
オブジェクト（オブジェクトの形状を含む）の空間的特徴の測定値を提供し、そして、個
々の位置センサはオブジェクトの異なる部分の位置的特徴の個々の測定値は提供するが、
オブジェクトの形状の個々の測定値は提供しない。
【００６５】
［オブジェクトの形状および／または位置を決定する例示的な方法］
　図３は、いくつかの実施形態による、オブジェクトの形状および／または位置を決定す
る方法３００を例示する。方法３００は、ステップ３１０～３３０を含むことができる。
ステップ３１０で、分散した空間センサを含む第１の感知装置は、分散した空間センサの
空間的特徴の測定値（例えば、測定値分布）を作成するために用いる。ステップ３２０で
、第２の感知装置は、分散した空間センサの部分の位置的特徴の測定値（例えば、局所的
な測定値）を作成するために用いる。第２の感知装置は、分散した空間センサの部分に対
応して、分散した空間センサのそれらの部分の位置的特徴の測定値を作成する１つ以上の
局所的な位置センサを含む。ステップ３３０で、第１および第２の感知装置により提供さ
れる測定値に基づいて、１つ以上の状態（例えば、空間的特徴、位置的特徴、ナビゲーシ
ョンパラメータ、補正パラメータなどの値）が推定される。方法３００のいくつかの実施
形態は、以下で更に詳述する。
【００６６】
　ステップ３１０で、第１の感知装置は、分散した空間センサの空間的特徴の測定値（例
えば、測定値分布）を作成する。空間的特徴は、分散した空間センサの形状および分散し
た空間センサの部分の位置（例えば、空間および／または角度位置）を含むことができる
。いくつかの実施形態では、分散した空間センサは、光ファイバに沿って歪み分布を測定
して、歪み分布の測定値に基づいて光ファイバの空間的特徴の測定値を作成するＦＯＳＳ
である。
【００６７】
　ステップ３２０で、第２の感知装置は１つ以上の局所的な位置センサを使用して、分散
した空間センサの部分の位置的特徴の測定値（例えば、局所的な測定値）を作成する。分
散した空間センサの部分の位置的特徴は、分散した空間センサのその部分の位置（例えば
、空間および／または角度位置）を含むことができる。いくつかの実施形態では、局所的
な位置センサの少なくとも１つは、分散した空間センサの部分の角度位置の測定値を作成
する。例えば、局所的な位置センサは、ＩＭＵ、ジャイロスコープ、加速度計および／ま
たは磁力計であってもよい。いくつかの実施形態では、局所的な位置センサの少なくとも
１つは、分散した空間センサの部分の空間位置の測定値を作成する。例えば、局所的な位
置センサは、圧力センサ、測位システム受信器または撮像装置でもよい。いくつかの実施
形態では、局所的な位置センサの少なくとも１つは、分散した空間センサの部分に作用し
ている重力ベクトルの測定値を作成する。
【００６８】
　いくつかの実施形態において、局所的な位置センサのそれぞれは分散した空間センサの
対応する部分に接続される。例えば、局所的な位置センサは適切なケーブルによって分散
した空間センサの対応する部分に接続することができ、そしてそれが、どの局所的な位置
センサが分散した空間センサのどの部分に接続しているかについて示すセンサ間較正デー
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タを提供することができる。いくつかの実施形態では、局所的な位置センサの少なくとも
１つは、分散した空間センサの末端部分に接続される。
【００６９】
　ステップ３３０で、推定ユニットは、第１および第２の感知装置により提供される測定
値に基づいて、状態推定を実行する。いくつかの実施形態では、推定される状態は、少な
くとも１つのナビゲーションパラメータを含む。ナビゲーションパラメータは、分散した
空間センサの少なくとも一部分の位置、方向、形状または速度であってもよい。いくつか
の実施形態では、推定ユニットはまた、第１および第２の感知装置により提供される測定
値に基づいて、ナビゲーションパラメータの推定値の不確実性を推定する。
【００７０】
　いくつかの実施形態では、推定ユニットは、第１の感知装置の少なくとも１つの補正パ
ラメータの値を推定する。いくつかの実施形態では、補正パラメータの値は、分散した空
間センサの部分の角度位置の分散空間センサの測定値における誤差を表す。いくつかの実
施形態では、第１の感知装置は、補正パラメータの値および分散した空間センサ（例えば
、生の測定値（補正パラメータが補正モデルのパラメータである）に補正モデルを適用す
ることによって）によってできる生の測定値に基づいて、修正測定値を作成する。いくつ
かの実施形態では、第１の感知装置は、補正パラメータの推定値に基づいて分散空間セン
サベースを再較正する。
【００７１】
　いくつかの実施形態では、推定ユニットは、第２の感知装置の少なくとも１つの補正パ
ラメータの値を推定する。いくつかの実施形態では、補正パラメータの値は、局所的な位
置センサのその位置（分散した空間センサの位置に対応する）の測定値における誤差を表
す。位置測定値における誤差は、センサの偏り誤差、スケールファクタ誤差、重力感知誤
差、不良位置合せ誤差などによって起きる場合がある。いくつかの実施形態では、第２の
感知装置は、補正パラメータの値および局所的な位置センサによって作成される生の測定
値に基づいて（例えば、生の測定値に、補正パラメータが補正モデルのパラメータである
という中で補正モデルを適用することによって）修正測定値を作成する。いくつかの実施
形態では、第２の感知装置は、補正パラメータの推定値に基づいて、局所的な位置センサ
を再較正する。
【００７２】
　ナビゲーションパラメータの値、補正パラメータの値および／またはその不確実性を推
定するために、推定ユニットは、限定するものではないが、カルマンフィルタリング、拡
張カルマンフィルタリング、粒子フィルタリング、加重平均算出、全般的な状態空間推定
、最適状態推定などを含むいかなる適切な状態推定技術も使用することができる。いくつ
かの実施形態では、状態推定プロセスへの入力は、測定値分布、局所的な測定値および／
またはセンサ間較正データを含む。
【００７３】
　いくつかの実施形態では、推定ユニットは、局所的な位置センサの少なくとも１つが静
止しているかまたは準安定状態にあるかを、第１の感知装置により提供される測定値、第
２の感知装置により提供される測定値および／またはセンサ間較正データに少なくとも部
分的に基づいて決定する。局所的な位置センサが静止しているかまたは準安定状態にある
と推定ユニットが決定するときに、推定ユニットはセンサの速度ゼロ補正（ＺＵＰＴ）を
開始することができる。
【００７４】
　いくつかの実施形態では、方法３００は、初期化ステップを更に含む。初期化ステップ
において、状態（例えば、ナビゲーションパラメータ、位置的特徴、空間的特徴、補正パ
ラメータなど）の推定値および推定される状態値の推定される不確実性は、初期化される
。推定ユニットがカルマンフィルタを使用する実施形態において、推定された不確実性は
、共分散マトリックスとして表すことができる。推定された不確実性の他の表現は可能で
ある。
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【００７５】
［センサを接続するための例示的なケーブル］
　図４Ａ、４Ｂおよび４Ｃは、いくつかの実施形態による、分散した空間センサと１つ以
上の局所的な位置センサを接続するための感知ケーブル４００を示す。
【００７６】
　いくつかの実施形態では、図４Ａおよび４Ｂの例で分かるように、感知ケーブル４００
は２つ以上のモジュラセグメント４１０を含むことができる。感知ケーブル４００の各セ
グメント４１０は、分散した空間センサおよび１つ以上の局所的な位置センサの関連する
部分４２０を含むことができる。いくつかの実施形態では、このモジュラ構成は製造容易
性のために好都合であり、その理由は各セグメント４１０が製造の間、個々に較正するこ
とができるからである。各セグメント４１０の較正は、分散した空間センサの関連する部
分４２０の個々の較正（特許文献３参照）および関連する局所的な位置センサの個々の較
正、ならびに分散した空間センサおよび局所的な位置センサの部分４２０の共同の較正を
含むことができる。いくつかの実施形態では、モジュラセグメント４１０の長さは、製造
工程および／または較正プロセスと関連した考慮点に基づいて決定されることができる。
いくつかの実施形態では、モジュラセグメント４１０は長さほぼ５００メートルでもよい
、そして、２０以上のモジュラセグメント４１０を結合して１０ｋｍ以上の長さの感知ケ
ーブルを形成することができる。
【００７７】
　図４Ａおよび４Ｂの例において、個々のケーブルセグメント４１０は、組立てプロセス
の間にノード４３０で接合される。各ノード４３０は、１つ以上の局所的な位置センサ、
および／または、分散した光ファイバセンサと関連した他のコンポーネント（例えば、受
動光連結装置、動力光増幅器など）を収納するための便利な場所を提供することができる
。ノード４３０は、異なる寸法または機械的特性を有するケーブル４００の領域を含むこ
とができて、内部のセンサを保護し、および／またはケーブルのサービス作業のための便
利なアクセスを提供するように構成することができる。
【００７８】
　分散した空間センサが計上感知光ファイバである実施形態において、分散した空間セン
サの各部分４２０は光ファイバセグメントでもよく、そして、個々の光ファイバセグメン
トはいかなる適切な技術も使用して各ノード４３０に接合することができる。例えば、図
４Ａに示すように、光ファイバセグメント４２０ａは、つなぎ合せて連続した直列センサ
を形成することができる。あるいは、図４Ｂに示すように、モジュラーケーブル４００ｂ
は、１つ以上のスタンドオフケーブル４４０が感知ファイバの較正された部分４２０に沿
って各ケーブルセグメントに収納される並列構成で造ることができる。これらのスタンド
オフケーブル４４０は、接合して（図示せず）感知ファイバの一部分４２０との間の連続
した信号パスを提供することができる。スタンドオフファイバの各並列ストリングは、感
知ファイバの一部分において４５０で終端することができる。
【００７９】
［センサシステムのための例示的な機能的リンク］
　オブジェクトの形状および／または位置を決定するシステム（１００、２００）のいく
つかの実施形態において、この機能的リンクは、分散した空間センサ（１１２、２１２）
の可撓性感知コンポーネント（例えば、フレキシブルケーブルまたはファイバ）は、１つ
以上の局所的な位置センサ（１２２、２２２）に、機能的にリンクすることができる。い
くつかの実施形態では、この機能的リンクは、２つのタイプのセンサがそれらの相対位置
および方向がそれによって分かるように互いに物理的に固定される、物理的リンクを含む
。この物理的リンクは、可撓性感知コンポーネントが、それが局所的な位置センサに締め
付けるかまたは固定するというような方法でルートを決められるセンサパッケージングに
よって達成することができる。いくつかの実施形態では、可撓性感知コンポーネントがそ
のパッケージングの内部で自由に摺動することができることは好都合であり得る。この自
由浮動性の設計は、外力またはケーブル引きずりまたは圧力によって誘発される歪みなど
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の外部の刺激から可撓性感知コンポーネントを分離するために用いることができる。
【００８０】
　図４Ｃは、いくつかの実施形態による感知ケーブル４００ｃの一部分を示す。図４Ｃの
例において、分散した空間センサ（例えば、ＦＯＳＳ）の可撓性感知コンポーネント４６
０（例えば、光ファイバ）は、ケーブル４００ｃの内部パッケージングチューブ４７０内
部で、自由に浮動する。この内部パッケージングチューブ４７０は局所的な位置センサ４
８０に固定され、それにより内部パッケージングチューブが各局所的な位置センサ４８０
の正確な場所で識別可能な特徴４９０（例えば、認識可能な形状）を呈する。際立った特
徴４９０が方向および／または位置情報を提供することができる。いくつかの実施形態で
は、際立った特徴４９０は、平面屈曲、Ｓ曲線、より複雑な三次元形状などを含む。
【００８１】
　分散した空間センサの可撓性感知コンポーネント４６０が自由に内部パッケージングチ
ューブ４７０の中で滑ることができるので、データ処理技術を用いて正確な場所および各
認識可能な特徴の方向を決定することができ、それによって、分散した空間センサを局所
的な位置センサにリンクする。分散空間センサの３Ｄ位置情報の特異値分解を実行するこ
とを含む適切なデータ処理技術を用いることができるが、これに限定するものではない。
【００８２】
［例示的な較正方法］
　いくつかの実施形態では、分散した空間センサおよび局所的な位置センサ￥は、個々に
較正されてそれらのそれぞれの出力を作成する。形状感知光ファイバのための較正方法の
いくつかの例は、特許文献３に記載されている。このような較正方法は、センサを較正形
状の形で周知の一組の刺激に持ち込んで、刺激に応答してセンサにより提供される測定値
から物理的較正係数を決定することを含む。較正の後、形状感知光ファイバのいくつかの
実施形態は、他のセンサと独立して、３Ｄ形状位置および方向の正確な低ドリフト測定値
を作成することが可能となり得る。
【００８３】
　分散した空間センサ１１２および１つ以上の局所的な位置センサ１２２の共同の較正は
、分散した空間センサおよび局所的な位置センサの出力をリンクするために、実行するこ
とができる。このような共同の較正は、例えば、センサシステム１００の製造の間に実行
することができる。いくつかの実施形態では、共同の較正は、可撓性感知コンポーネント
（例えば、形状感知光ファイバ）が局所的な位置センサと同じ所に配置される位置を決定
することを含む。これらの位置は、局所的な位置センサの正確な場所に１ポイントの歪み
、堅い屈曲または局所的な温度変化を光ファイバにもたらして、分散した空間センサの測
定値応答を観察することを含むがこれに限らず、いかなる適切な技術も使用して、決定す
ることができる。
【００８４】
　いくつかの実施形態では、共同の較正方法は、個々のセンサのそれぞれまたはセンサの
クラスに特有のノイズまたは誤差統計を決定するためにとられる処置を含む。このノイズ
または誤差特徴付けは、各種の固定形状の測定値または定められたパスに沿った既知の運
動の実行によって取得することができる。このノイズまたは誤差特徴付けは、推定ユニッ
ト１３０によって実行されて、分散した空間センサ１１２および局所的な位置センサ１２
２からの不完全な入力を与えられるセンサシステム１００の状態のより良好な推定を作成
する状態推定技術（例えば、カルマンフィルタリング）を精緻化するために、用いること
ができる。いくつかの実施形態では、モデル精緻化は、センサのクラスに対して（例えば
、形状感知光ファイバの個々の設計に対して、または、ＩＭＵの特定の等級に対して）行
うことができる。更に、または、択一的に、この共同の較正プロセスは、個々のセンサの
状態推定モデルを精緻化（例えば、特定の長さの形状感知光ファイバの幾何学的な欠陥か
ら生じる形状依存的な誤差を除去）するために用いることができる。
【００８５】
　いくつかの実施形態において、共同の較正は、ナビゲーションの間の制御条件の導入に
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よって元の位置で実行することができる。例えば、速度ゼロ補正（ＺＵＰＴ）は、センサ
が移動しないときに、ナビゲーションシステムのセンサ（例えば、ＩＭＵ）を較正するた
めに実行することができる。ナビゲーションのシステム（１００、２００）のＺＵＰＴの
いくつかの用途は、上で記載されている。
【００８６】
［例示的な座標系固定技術］
　いくつかの実施形態では、分散した空間センサの可撓性感知コンポーネント（例えば、
光ファイバ）は、近位端の固定位置から末端の固定されてない位置まで、ナビゲーション
ケーブルの全長にわたる。このような実施形態では、分散した空間センサは、他のセンサ
システムと独立して、ケーブルの末端で、オブジェクトまたは車両の位置および方向を測
定することができる。このような実施形態において、分散した空間センサおよび局所的な
位置センサからのデータの合成は、可撓性感知コンポーネントの状態および可撓性感知コ
ンポーネントに沿ったポイント（例えば、末端の終了点）の位置および／または方向につ
いてのセンサシステムの推定を改善するために用いることができる。
【００８７】
　いくつかの実施形態では、分散した空間センサの可撓性感知コンポーネント（例えば、
光ファイバ）は、ナビゲーションケーブルの全長より短い。このような実施形態では、分
散した空間センサは、限られた空間情報（例えば、限られた長さの可撓性感知コンポーネ
ントの形状および位置）を推定ユニットに提供することができる。局所的な位置センサか
らの入力と結合して、感知システム１００は、可撓性感知コンポーネントの末端の終了点
の位置および方向を測定することができる。このような実施形態では、分散した空間セン
サの近位端は既知の位置または方向に固定されず、従って、分散した空間センサはケーブ
ルの領域の形状、位置および／または方向の相対的測定値を提供する。いくつかの実施形
態では、センサシステム１００は可撓性感知コンポーネントのこの限られた長さが関心領
域に配置されるように設定される。例えば、この限られた長さは、複数の複雑な形状変化
を受けると思われるケーブル４００の一部分（例えば、ナビゲーション制御下のステアリ
ング機構または車両の近くに配置した可撓性感知コンポーネントの遠位先端）に配置され
てもよい。
【００８８】
　このような限られた長さの実施形態は、分散した空間センサの可撓性感知コンポーネン
トが例えばパイプまたはトンネルのネットワークによって強制的なパスに沿って引かれる
、パスステッチング用途によく適したものであり得る。パスステッチング用途において、
分散した空間センサの複数の測定は、各測定値が１つ以上の先行測定値に重なる形状を表
すように、連続して行うことができる。これらの重なり合う形状は、全体のパスの測定値
を提供するためにステッチングすることができる。
【００８９】
　分散した空間センサだけがパスステッチングのために用いられるときに、ステッチング
されたパス測定値の精度は通常、パスの形状に依存している。例えば、分散した空間セン
サだけによる正確なパスステッチングのためのパスの適合性は、ステッチング技術が回転
を含む方向の正確な測定値を独自に決定する（そして、維持する）ことができる機能的セ
ンサ長より短いスケール上の識別可能な特徴の充分な数を、パスが有するか否か、に依存
し得る。対照的に、分散した空間センサがシステム１００の１つ以上の局所的な位置セン
サと結合されると、システムはパスへの制約を軽減することができ、その理由は、可撓性
感知コンポーネントが直線で特徴のないパスに沿って引かれるケースでさえ、局所的な位
置センサのそれぞれが、推定ユニットにセンサの方向および位置を正確に知らせることが
できるからである。いくつかの実施形態では、単一の局所的な位置センサは、可撓性感知
コンポーネントの機能的長さの近位または末端に置かれる。
【００９０】
［いくつかの実施形態の更なる記述］
　オブジェクトの形状および／または位置を決定するシステム（１００、２００）および
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方法（３００）を記述してきた。このようなシステムの複数部分（例えば、第１の感知装
置１１０のコンピュータ１１３、第２の感知装置の１２０コンピュータ１２３および推定
ユニット１３０またはその複数部分）は、１つ以上のコンピュータを使用して実装するこ
とができる。同様に、方法３００またはその複数部分（例えば、方法３００の複数ステッ
プ）は、１つ以上のコンピュータを使用して実行することができる。このようなコンピュ
ータは、デジタル電子回路において、または、本明細書において開示される構造およびそ
れらの構造等価物を含むコンピュータソフトウェア、ファームウェアおよび／またはハー
ドウェア、または、それらの１つ以上の組合せにおいて、実装することができる。本開示
に記載される内容の複数部分は、１つ以上のコンピュータプログラム、すなわち、データ
処理装置による実行またはデータ処理装置の動作の制御のためにコンピュータ記憶媒体上
にコード化されたコンピュータプログラム命令の、１つ以上のモジュールとして実装する
ことができる。
【００９１】
　代わりに、または、加えて、プログラム命令は、人工的に生成された伝達された信号に
コード化することができ、例えば、データ処理装置による実行のための適切な受信機装置
に伝送するための情報をコード化するために生成される、マシン生成の電気、光学または
電磁信号がある。コンピュータ記憶媒体は、コンピュータ可読の記憶装置、コンピュータ
可読記憶媒体基板、ランダムもしくは逐次アクセスメモリアレイもしくは装置、またはそ
れらの１つ以上の組合せであるか、または、その中に含むことができる。更に、コンピュ
ータ記憶媒体が伝搬信号でない一方で、コンピュータ記憶媒体は人工的に生成された伝搬
信号にコード化されるコンピュータプログラム命令のソースまたは宛先とすることができ
る。コンピュータ記憶媒体はまた、１つ以上の別々の物理コンポーネントまたは媒体（例
えば、複数のＣＤ、ディスクまたは他の記憶装置）であるか、または、その中に含むこと
ができる。
【００９２】
　本開示に記載される方法、ステップおよびツールのいくつかの実施形態は、１つ以上の
コンピュータ可読の記憶装置に格納されるかまたは他のソースから受け取られるデータに
対してデータ処理装置によって実行される動作として実施することができる。
【００９３】
　「データ処理装置」という用語は、例として処理データ、プログラム可能プロセッサ、
コンピュータ、チップ上のシステムまたは前記の複数のものまたはその組合せを含む全て
の種類の装置、デバイスおよびマシンを包含する。装置は、専用論理回路（例えば、ＦＰ
ＧＡ（フィールドプログラマブルゲートアレイ）またはＡＳＩＣ（特定用途向け集積回路
））を含むことができる。装置はまた、ハードウェアに加えて、該当のコンピュータプロ
グラムのための実行環境を作るコード、例えば、プロセッサファームウェア、プロトコル
スタック、データベース管理システム、オペレーティングシステム、クロスプラットフォ
ームの実行時環境、仮想マシンまたはそれらの１つ以上の組合せを構成するコードを含む
ことができる。装置および実行環境は、各種の異なるコンピューティングモデル基盤、例
えばウェブサービス、分散コンピューティングおよびグリッドコンピューティング基盤を
実現することができる。
【００９４】
　コンピュータプログラム（プログラム、ソフトウェア、ソフトウェアアプリケーション
、スクリプトまたはコードとしても知られる）は、コンパイルされたか解釈された言語、
宣言型または手続き型言語を含んで、いかなるプログラミング言語でも書くことができ、
そしてそれは、スタンドアロンプログラムとして、または、モジュール、コンポーネント
、サブルーチン、オブジェクトまたはコンピューティング環境で使用に適した他のユニッ
トとして、ということを含んで、いかなる形でも展開することができる。コンピュータプ
ログラムは、ファイルシステムのファイルに対応することができ得るが、それが必要なわ
けではない。プログラムは、他のプログラムまたはデータ（例えば、マークアップ言語資
源に格納される１つ以上のスクリプト）を保持するファイルの一部分に、該当のプログラ
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ム専用の単一ファイルで、または、複数の協調ファイル（例えば、１つ以上のモジュール
、サブプログラムまたはコードの複数部分を保存するファイル）で、保存することができ
る。コンピュータプログラムは、１台のコンピュータ上で、または、１つのサイトにある
かまたは複数のサイト全体に分散され通信ネットワークによって相互接続される複数のコ
ンピュータ上で実行されるように展開することができる。
【００９５】
　本開示に記載されるプロセスおよび論理フローのいくつかの実施形態は、１つ以上のコ
ンピュータプログラムを実行する１つ以上のプログラマブルプロセッサによって実行する
ことができ、入力データを操作して動作を実行し、出力を生成する。本明細書に記載され
るプロセスおよび論理フローのいくつかの実施形態は、専用論理回路（例えば、ＦＰＧＡ
（フィールドプログラマブルゲートアレイ）またはＡＳＩＣ（特定用途向け集積回路））
によって実行することができ、そして、本明細書に記載される装置のいくつかの実施形態
は、専用回路として実装することができる。
【００９６】
　コンピュータプログラムの実行に適しているプロセッサは、例えば、汎用および特殊目
的マイクロプロセッサ、およびで任意の種類のデジタルコンピュータの１つ以上の任意の
プロセッサの両方を含む。通常、プロセッサは、読取り専用メモリまたはランダムアクセ
スメモリまたは両方ともから命令およびデータを受け取る。
【００９７】
　図５は、コンピュータ５００のブロック図を示す。コンピュータ５００の要素は、命令
に従って動作を実行するための１つ以上のプロセッサ５０２ならびに、命令およびデータ
を格納するための１つ以上のメモリ装置５０４を含む。いくつかの実施形態では、１つ以
上のコンピュータ５００で実行する１つ以上のプログラムは、システム１００を制御して
方法３００を実行する。いくつかの実施形態では、１つ以上のコンピュータ５００で実行
する１つ以上のプログラムは、第１の感知装置１１０のコンピュータ１１３のタスク、第
２の感知装置１２０のコンピュータ１２３のタスクおよび／または推定ユニット１３０の
タスクを実施する。コンピュータ５００によって実行されるプログラムの異なるバージョ
ンは、格納されるか、分散されるか、またはインストールされることができる。ソフトウ
ェアのいくつかのバージョンは、本明細書において記載される方法のいくつかの実施形態
だけを実装することができる。
【００９８】
　通常、コンピュータ５００はまた、データを格納するための１つ以上の大容量記憶装置
、例えば、磁気、光磁気ディスクまたは光ディスクを、含むか、それらからデータを受け
取るかまたはそれらにデータを転送するかその両方のためそれらに動作上連結されている
。しかしながら、コンピュータは、このような装置を備えている必要はない。更に、コン
ピュータは、別の装置、例えば、少しだけ例を挙げれば、携帯車電話、パーソナル携帯情
報機器（ＰＤＡ）、モバイル音声またはビデオプレーヤ、ゲーム機、全地球測位システム
（ＧＰＳ）受信機または携帯用記憶装置（例えば、汎用シリアルバス（ＵＳＢ）フラッシ
ュドライブ）に埋め込むことができる。コンピュータプログラム命令およびデータを格納
するのに適している装置は、不揮発性メモリ、媒体およびメモリ装置の全ての形を含み、
例として挙げれば、例えばＥＰＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭおよびフラッシュメモリ装置などの
半導体記憶装置、例えば内蔵ハードディスクまたは取外し可能ディスクなどの磁気ディス
ク、光磁気ディスク、そして、ＣＤ－ＲＯＭおよびＤＶＤ－ＲＯＭディスクを含む。プロ
セッサおよびメモリは、専用論理回路によって補うことができるか、またはそれに取り入
れることができる。
【００９９】
　ユーザとのインタラクションを提供するために、この開示に記載する内容の実装は、ユ
ーザに情報を表示するためのディスプレイ装置（例えば、ＣＲＴ（ブラウン管）またはＬ
ＣＤ（液晶ディスプレイ）モニタ）、およびユーザがそれによって入力をコンピュータに
送ることができるキーボードおよびポインティング装置（例えば、マウスまたはトラック
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ボール）を有するコンピュータに実装することができる。他の種類の装置は、同様にユー
ザとのインタラクションを提供するために用いることができ、例えば、ユーザに提供され
るフィードバックは、いかなる感覚フィードバック（例えば、視覚フィードバック、聴覚
器官フィードバックまたは触覚フィードバック）とすることもでき、そして、ユーザから
の入力は音響、話し言葉または触覚の入力を含むいかなる形でも受け取ることができる。
加えて、コンピュータは、ユーザによって使われる装置に対する資源送信およびそれから
の資源受信によって、例えば、ウェブページをウェブブラウザから受けた要求に応答して
ユーザのクライアント装置上のウェブブラウザに回送することによって、ユーザと対話す
ることができる。
【０１００】
　いくつかの実施形態は、バックエンドコンポーネントを例えばデータサーバとして含む
か、または、ミドルウェアコンポーネント、例えばアプリケーションサーバを含むか、ま
たは、フロントエンドコンポーネント、例えば、ユーザが本開示に記載される内容の実装
と対話することができるようにするグラフィカルユーザーインタフェースもしくはウェブ
ブラウザを有するクライアントコンピュータ、または１つ以上のこのようなバックエンド
、ミドルウェア、もしくはフロントエンドコンポーネントの組み合わせを含む、コンピュ
ーティングシステムで実施することができる。システムのコンポーネントは、例えば通信
ネットワークなどのデジタルデータ通信のいかなる形式または媒体によっても相互接続す
ることができる。通信ネットワークの例は、ローカルエリアネットワーク（「ＬＡＮ」）
および広域ネットワーク（「ＷＡＮ」）、ネットワーク間（例えば、インターネット）、
ならびに、ピアツーピアネットワーク（例えば、アドホックなピアツーピアネットワーク
）を含む。
【０１０１】
　コンピューティングシステムは、クライアントおよびサーバを含むことができる。クラ
イアントおよびサーバは、一般には互いにリモート状態にあり、通常は通信ネットワーク
によって対話する。クライアントおよびサーバの関係は、それぞれのコンピュータで動作
しており、互いにクライアント対サーバの関係があるコンピュータプログラムによって生
じる。いくつかの実装において、サーバはデータ（例えば、ＨＴＭＬページ）をクライア
ント装置に対して（例えば、クライアント装置と対話しているユーザに対するデータの表
示およびそのユーザからのユーザ入力の受信の目的で）送信する。クライアント装置で生
成されるデータ（例えば、ユーザーとの対話処理の結果）は、サーバでクライアント装置
から受け取られることができる。
【０１０２】
　１つ以上のコンピュータのシステムは、作動中に動作を実行させるかシステムに動作を
実行させる、システムにインストールされたソフトウェア、ファームウェア、ハードウェ
アまたはそれらの組合せを有することによって、特定の操作または動作を実行するように
構成することができる。１つ以上のコンピュータプログラムは、データ処理装置によって
実行されるときに装置に動作を実行させる命令を含むことによって、特定の操作または動
作を実行するように構成することができる。
【０１０３】
　本開示が多くの特定の実装の詳細を含む一方で、これらは、いかなる発明、または、請
求することができることの範囲に対する制限として解釈してはならず、むしろ特定の発明
の特定の実装に特有の特徴の記述として解釈すべきである。別々の実装の文脈で本開示に
記載されている特定の機能は、単一の実装に組み合せて実施することもできる。逆に、単
一の実装の文脈で記載されている各種の機能は、複数の実装において別々に実施すること
も、あるいは任意の適切な部分的組み合わせで実行することもできる。更に、機能が特定
の組合せで行うとして上で記載されており、初めにそのように主張されることさえできる
にもかかわらず、主張された組合せからの１つ以上の機能は組合せから場合によっては削
除されることができ、そして、主張された組合せは部分的組み合わせまたは部分的組み合
わせの変形を対象とすることができる。
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【０１０４】
　同様に、動作が特定の順序で本開示において記述されるか図面において表される一方で
、このことが、望ましい結果を達成するために、このような動作が示される特定の順序で
実行するかまたは順序通りに実行するということ、あるいは例示される全ての動作を実行
するということを要求するものである、と理解すべきではない。特定の環境では、マルチ
タスキングおよび並列処理が好都合であり得る。
【０１０５】
　更に、上記の実装での各種のシステムコンポーネントの分離は、全ての実装においてこ
のような分離を必要とするとは理解すべきではなく、記載されているプログラムコンポー
ネントおよびシステムが通常、単一のソフトウェア製品で一緒に統合可能かまたは複数の
ソフトウェア製品にパッケージすることが可能であることを理解すべきである。
【０１０６】
　このように、内容の特定の実装を記述してきた。他の実装は、以下の請求項の範囲内で
ある。場合によっては、請求項において詳述される動作は、異なる命令において実行され
ることができて、それでも望ましい結果を成し遂げることができる。加えて、添付図面に
おいて表される方法が、望ましい結果を成し遂げるために、示される特定の順序または連
続した順序を必ずしも必要とするというわけではない。特定の実装では、マルチタスキン
グおよび並列処理が好都合であり得る。
【０１０７】
［用語］
　また、本明細書において用いる語法および用語は説明を目的とするものであり、制限的
なものと見なすべきではない。
【０１０８】
　本仕様および請求項において用いる場合、「およそ」または「実質的に」という用語、
「ほぼ等しい」または「実質的に等しい」というフレーズおよび他の類似のフレーズ（例
えば、「Ｘは、およそＹの値を有する」、または、「Ｘは、Ｙにほぼ等しい」）は、１つ
の値（Ｘ）が別の値（Ｙ）の予め定められた範囲の中にあることを意味すると解釈しなけ
ればならない。特に明記しない限り、予め定められた範囲は、プラスマイナス２０％、１
０％、５％、３％、１％、０．１％、または０．１％より小さいものであることができる
。
【０１０９】
　本仕様および請求項において用いる場合、単数形での表記は、明確にそうでないと示さ
れない限り「少なくとも１つ」ということを意味すると解釈しなければならない。本仕様
および請求項において用いる場合、フレーズ「および／または」は、結合した要素の「ど
ちらか、または両方」、すなわち、ある場合には共同で存在し、他の場合には分離的に存
在する要素を意味すると解釈しなければならない。「および／または」で挙げられる複数
の要素は、同じ形態（すなわち、結合した要素の「１つ以上」）で解釈されなければなら
ない。他の要素は、具体的に識別される要素に関連があるか関連が無いかにかかわらず、
「および／または」の節で識別される要素以外に任意に存在してもよい。このように、限
定はしないが例として、「Ａおよび／またはＢ」への言及は、「含む」などの制限のない
語法と連動して使われるときに、１つの実施形態においてはＡだけ（任意にＢ以外の要素
を含む）を、別の実施形態においてはＢだけ（任意にＡ以外の要素を含む）を、また更に
別の実施形態においてはＡおよびＢの両方（任意に他の要素を含む）を指すなどというこ
とができる。
【０１１０】
　本仕様および請求項において用いる場合、「または」は、上記で定められたように「お
よび／または」と同じ意味を有すると解釈しなければならない。例えば、リストの項目を
切り離すときに、「または」、または、「および／または」は、包括的であり、すなわち
、多数の、または挙げられた要素、および任意にリストに無い追加の項目、のうち少なく
とも１つを含むが、２つ以上も含む、として解釈される。それとは反対に明確に指示した



(27) JP 2018-521331 A 2018.8.2

10

20

30

40

用語だけ、例えば「のうち１つだけ」、もしくは「のうち正確に１つ」、または請求項に
おいて使われるときに、「からなる」という用語だけは、正確に多数又はリストの要素の
１要素の包含を指す。全般に用語「または」を使用する場合、排他性の用語、例えば、「
いずれか」、「のうち１つ」、「１つだけ」または「正確に１つ」、が先行するときには
、排他的な代替物（すなわち「両方ともでなくどちらか一方」）を示すとしか解釈されな
い。請求項において使用する場合、「から基本的に成る」ことは特許法の分野において用
いられているように、その通常の意味を有する。
【０１１１】
　本仕様および請求項において用いる場合、１つ以上の要素のリストを参照する「少なく
とも１つ」というフレーズは、要素のリストの要素のいかなる１つ以上からも選択される
少なくとも１つの要素を意味するが、しかし、必ずしも要素のリストの範囲内で具体的に
列挙したそれぞれのどの要素の少なくとも１つも含むというわけではなく、また要素のリ
ストのいかなる部品の組合せも除外するものではない、と解釈しなければならない。この
定義はまた、「少なくとも１つ」というフレーズが指す要素のリストの範囲内で具体的に
識別される要素以外の要素が、具体的に識別される要素に関連があるか関連が無いかにか
かわらず、任意に存在し得ることを許容する。このように、限定はしないが例として、「
ＡおよびＢの少なくとも１つ」（または、同等に、「ＡまたはＢの少なくとも１つ」、ま
たは、同等に「Ａおよび／またはＢの少なくとも１つ」）は、１つの実施形態においては
、少なくとも１つであって任意にそれより多くのＡを含み、Ｂは存在しない（そして任意
にＢ以外の要素を含む）ということ、別の実施形態においては、少なくとも１つであって
任意にそれより多くのＢを含み、Ａは存在しない（そして任意にＡ以外の要素を含む）と
いうこと、また別の実施形態においては、少なくとも１つであって任意にそれより多くを
含むＡと、少なくとも１つであって任意にそれより多くを含むＢ（そして任意にその他の
要素を含む）ということを指すなどということができる。
【０１１２】
　「含む」、「備える」、「有する」、「含有する」、「包含する」およびその変化は、
その後で列挙される項目および追加項目を包含するためのものである。
【０１１３】
　請求項において請求項要素を修飾する「第１」、「第２」、「第３」などの序数の用語
の使用は、それ自体では、いかなる優先権、優先順位または、１つの請求項要素の別のも
のに対する順序もしくは方法の動作が実行される時間的な順序も暗示するものではない。
請求項要素を区別するために、特定の名前を有する１つの請求項要素と同じ名前（序数の
用語の使用がなければ）を有する別の要素を区別するラベルとしてだけ、序数の用語が使
われる。
【０１１４】
［等価物］
　このように本発明の少なくとも１つの実施形態のいくつかの態様を記載してきたが、各
種の変更、修正および改良が当業者に容易に生じることを理解すべきである。このような
変更、修正および改良は、この開示の一部であることを意図し、本発明の範囲内であるこ
とを意図している。従って、前記の記述および図面は、例としてだけのものである。
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